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第 1章 計画の基本理念 

 

１ 計画の基本理念 

 「第 4 期新庄市障がい福祉計画」（以下、「本計画」）は、「障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援するための法律」（以下、「障害者総合支援法」という。）の理念

である「全ての国民が、障害の有無にかかわらず等しく基本的人権を享有するかけが

えのない個人として尊重されるもの」を実現するため、また本市の障がい者計画の基

本目標である「共生社会」の実現のために、地域において必要な「障がい福祉サービ

ス」の提供体制の整備及び「地域生活支援事業」の実施を計画的に進めるために、サ

ービスの提供体制の確保や推進のための取り組みを定めるものです。 

 

２ 計画の位置づけ 

  本計画は、障害者総合支援法第 88 条の規定に基づき、国の定める基本指針に即し

て以下の事項を定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者総合支援法によるサービスのしくみ 

 

※ 

 

障 

 

害 

 

福 

 

祉 

 

サ 

 

｜ 

 

ビ 

 

ス 

 

《介護給付》 

・居宅介護 

・重度訪問介護 

・行動援護 

・同行援護 

・重度障がい者等包括支援 

・生活介護 

・療養介護 

・短期入所 

・施設入所支援 

《訓練等給付》 

・自立訓練 

・就労移行支援 

・就労継続支援 

・共同生活援助 

《自立支援医療》 

更生医療・育成医療・精

神通院医療 

《補装具費の支給》 

補装具の購入や修理に

支援 

《地域生活支援事業》 

・相談支援事業 

・コミュニケーション支援

事業 

・日常生活用具給付等事業 

・移動支援事業 

など 

障

が

い

者

・

障

が

い

児 

市町村障害福祉計画 

※計画に定める事項 

①各年度における指定障

害福祉サービス、指定地

域相談支援又は指定計

画相談支援の種類ごと

の必要な量の見込み 

②指定障害福祉サービ

ス、指定地域相談支援又

は指定計画相談支援の

種類ごとの必要な見込

み量の確保のための方

策 

③地域生活支援事業の種

類ごとの実施に関する

事項 

④その他障害福祉サービ

ス、相談支援及び市町村

の地域生活支援事業の

提供体制の確保に関し

必要な事項 

《障害児通所支援》 

・児童発達支援 

・放課後等ディサービス 
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 また、第 4次新庄市振興計画（新庄市まちづくり総合計画）、障がい者施策の基本計

画である新庄市障がい者計画と整合性を合わせ持つものです。 

 

   【振興計画】     【障がい者計画】       【障がい福祉計画】 

            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ３ 計画の期間 

第４期計画は、平成２７年度から平成２９年度の３年間とし、目標年度は、 

平成２９年度とします。 

 

 ４ 計画の策定体制 

   計画の策定にあたっては、関係各部局と連携をはかり、市民のニーズを把握す

るためアンケートを実施し、またパブリックコメントにより市民の意見を集約

して、新庄市障害福祉計画推進委員会に諮り策定しました。 

 

【将来像】 

自然と共生 暮らしに

活力 心豊かに笑顔輝

くまち 

 

【基本目標】 

みんな健康で、笑顔あ

ふれるまち 

【政策】 

ともに支え合い、安心

して暮らせる地域をつ

くる 

 

 

 

【基本理念】 

「ノーマライゼーシ

ョン」と、「リハビリ

テーション」の理念 

【施策の目標と方向】 

●生活支援 

・相談支援体制の充実 

・在宅サービス等の充

実 

・地域移行への支援 

・権利擁護と虐待防止 

●雇用・就業 

・障がい者の就労と社

会参加の促進 

・障がい者雇用促進等

への支援 

・福祉的就労の促進 

【基本理念】 

障がい者計画の基本的目標

を達成していく障がい福祉

サービスの提供体制の整備

を進める 

【障がい福祉サービス】 

●訪問系サービス 

居宅介護、重度訪問介護、同

行援護、行動援護、重度障害

者等包括支援 

●日中活動系サービス 

生活介護、自立訓練、就労移

行支援、就労継続支援、療養

介護、短期入所、児童発達支

援、放課後等ディサービス 

●居住系サービス 

共同生活援助、施設入所支援 

【地域生活支援事業】 

相談支援事業、成年後見制度

利用支援事業、コミュニケー

ション支援事業、日常生活用

具給付事業、移動支援事業、

地域活動支援センター機能

強化事業、身体障害者自立支

援事業、更生訓練費給付事

業、知的障害者職親支援事

業、日中一時支援事業、社会

参加促進事業 
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第２章 平成２９年度の目標値の設定 

 １ 福祉施設の入所者の地域生活への移行目標 

 平成 25 年度末時点における施設入所者の 12％を平成 29 年度末までに地域生活へ移行

するとともに、施設入所者を、平成 25 年度末時点から 4％を削減することを目指します。 

項              目 数     値 考    え    方 

現時点の施設入所者数（Ａ）  ６９人 平成 25 年度末での施設入所者 

目標年度の施設入所者数（Ｂ）  ６６人 平成 29 年度末時点の利用人員 

目 標 値 

削 減 見 込

(A-B) 

  ３人 

 (4.35％) 

差引減少見込数（4％以上） 

地域移行数者数   ９人 

 (13.8％) 

施設入所からグループホーム等へ移行する

方の数（12％以上） 

 

２ 入院中の精神障がい者の地域生活への移行目標 

   良質かつ適切な精神障がい者対する医療の提供を確保するための指針（平成 26 年厚生

労働省告示第 65号）をふまえ、県が設定します。 

  

３ 地域生活支援拠点等の整備 

   障がい者の地域での生活を支援する拠点等の整備を、最上地区自立支援協議会で協議を

行い、最上圏域で１つ整備します。 

   ※最上地区自立支援協議会 

    障がいの有無に関わらず、すべての住民がともに暮らすことのできる地域づくりに関して、

協議を行ないます。最上 8市町村共同で設置し、協議会のメンバーは 8市町村、各障が者

団体代表者、養護学校、病院、障害サービス事業所等となっております。 

   ※地域生活支援拠点等 

相談、体験の機会（グループホーム等）、緊急時の受け入れ・対応、専門性、地域の

体制づくりを一か所で総合的に行う拠点。 

 

 ４ 福祉施設利用者の一般就労への移行目標 

項              目 数  値 考    え    方 

現在の年間一般就労移行者

数 
０人 

平成 24 年度において福祉施設を退所し、一

般就労した方の数 

【目標値】目標年度の年間

一般就労移行者数 
4 人 

平成 29 年度において福祉施設を退所し、一

般就労した方の数 

※一般就労移行者：一般に企業等に就職した者、在宅就労した者をいう。 

 

 ５ 就労移行支援事業利用者の目標 

   就労移行支援事業を利用する方の数の目標値を設定します。国の指針では、目標年度（平

成２９年度）の利用者を平成 25 年度利用者数の 60％増を目標としていますが、市内就労

移行支援事業所の数等を考慮して次のとおり目標値を設定します。 

項              目 数  値 考    え    方 

現在の就労移行支援事業の利用者数（A）  ２０人 平成 25 年度末の利用者 

目標年度末における就労移

行支援事業利用者数（B） 
４０人 

平成 29 年度末の利用者 

（A）／（B） 50％  
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第３章 各年度における指定障がい福祉サービス等の種類ごとの見込み量 

 

Ⅰ 第３期計画の指定障がい福祉サービス等の種類ごとの量及び利用状況の現状 

※ 上段は 3期計画での見込み量、下段は利用実績（単位は同じ） 

※ 数値については、基本的に下記のとおりです（注記あるもの除く） 

○平成 24年度実績については、平成 24年 3月～平成 25年 2月までの実績の平均値。 

 ○平成 25 年度実績については、平成 25 年 3 月～平成 26 年 2 月までの実績の平均値。 

○平成 26年度実績については、平成 26年 3月～平成 26年 11 月までの実績の平均値。 

 

１ 訪問系サービス 

 

① 居宅介護（ホームヘルプ） 

居宅における入浴、排せつ又は食事の介助など、身体の介護を中心としたサ

ービスを提供します。 

    対象者は、障害支援区分が１以上の方です。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量（時間分） ３０８ ３３６ ３６４ ４６８ 

利用実績 ３０２ ３３３ ４１５  

    ※増加傾向にあり、最近は精神障害者の利用が増えております。 

 

② 重度訪問介護 

    居宅における入浴、排せつ又は食事の介助から、外出時の移動支援までを行

う総合的なサービスを提供します。 

    対象者は、障害支援区分が 4以上の方です。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量（時間分） ２６７ ２６７ ３５６ ７６８ 

利用実績 ３８２ ３９０ ５５５  

※ 利用実績は５人です同じですが、1人当たりの利用時間は増加傾向にあります。 

 

③ 同行援護 

視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する障がい者等につき、外出時にお

いて、当該障がい者等に同行し、移動に必要な情報を提供するとともに移動の支

援を行います。 

    対象者は、視覚障がい者で一定の要件を満たす方です。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量（時間分） １４０ １６０ ２００ ６０ 

利用実績 ５２ ２３ ２９  

    ※利用者は 4、5名で固定してます。 

 

④ 行動援護 

知的障がいや精神障がいにより、行動の際に生じうる危険回避のための援護や

外出時の移動の支援を行います。 

    対象者は、障害支援区分が3以上で、行動関連項目の点数が 10点以上の方です。 
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 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量（時間分） ─ ─ ５４ ７２ 

利用実績 ０ ０ ０  

※対象者は障害支援区分３以上であるが、行動援護としてのニーズがない状況です。 

 

⑤ 重度障がい者等包括支援 

居宅介護をはじめとする障がい福祉サービスの包括的な支援を行います。 

    対象者は、障害支援区分が６の方です。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量（時間分） ０ ０ ４００ ４００ 

利用実績 ０ ０ ０  

  ※対象者は障害程度区分６の方ですが、在宅でサービスを受けている方がいない状況です。

また、同事業を行う指定事業所がない状況です。 

 

２ 日中活動系サービス 

 

① 生活介護 

事業所において、食事や入浴、排せつ等の介護、日常生活上の支援や軽作業等

の生産活動・創作的活動の機会の提供を通じた身体能力、日常生活能力の維持向

上を目的として必要な介護を実施します。 

    対象者は、障害支援区分が 3以上の方です。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量（人日分） １，８９２ １，９１４ １，９８０ ２，２００ 

利用実績 １，８５９ １，７８４ １，６２０  

     

② 自立訓練（機能訓練） 

    理学療法や作業療法等の身体機能のリハビリテーション、歩行訓練、コミュ

ニケーション、家事等の訓練や日常生活上の相談支援、就労移行支援事業所等

の関係サービス機関との連絡調整等の支援を通じて、地域生活への移行、地域

生活を営む能力の向上を目的として、サービス利用期間を限定し、事業所への

通所、利用者の自宅への訪問等を組み合わせて、必要な訓練を実施します。 

対象者は、地域生活を営む上で、身体機能・生活能力の維持・向上等のため、一定の支援が必要

な身体障がい者の方です。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量（人日分） ４４ ４４ ４４ ２２ 

利用実績 ０ ０ ０  

※最上管内で事業所はないが、現在まで療育訓練センターで２名の方が機能訓練を受

けています。 

 

③ 自立訓練（生活訓練） 

    食事や家事等日常生活能力を向上するための支援や日常生活上の相談支援、

就労移行支援事業所等の関係サービス機関との連絡調整等の支援を通じて、地
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域生活への移行、地域生活を営む能力の向上を目的として、サービス利用期間

を限定し、事業所への通所、利用者の自宅への訪問等を組み合わせて、必要な

訓練を実施します。 

    対象者は、地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上等のため、一定の支援が必要な知的障が

い者・精神障がい者の方です。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量（人日分） ─ ─ ２２ ２２ 

利用実績 ０ ０ ０  

※最上管内で事業所はなく、実績はありません。 

 

④ 就労移行支援 

事業所における作業や企業における実習等や、適性にあった職場探しや就労後

の職場定着のための支援を通じ、適性にあった職場への就労・定着を目的として、

サービス提供期間を限定し、必要な訓練・指導等を実施します。 

    対象者は、一般就労等を希望し、知識・能力の向上、実習、職場探し等を通じ、適性にあった職場

への就労等が見込まれる６５歳未満の障がい者の方です。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量（人日分） ４４０ ５５０ ６６０ ８８０ 

利用実績 ２２９ ２７４ ２４６  

 

⑤ 就労継続支援（Ａ型） 

    事業所内において、雇用契約に基づく就労の機会の提供を通じて、一般就労

に必要な知識・能力が高まった場合、一般就労への移行に向けた支援を目的と

して、必要な訓練等を実施します。 

 対象者は、就労機会の提供を通じ、生産活動にかかる知識及び能力の向上を図るこ

とにより、雇用契約に基づく就労が可能と見込まれる方です。（利用開始時に６５歳未満

の方に限ります。） 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量（人日分） １，１００ １，１６６ １，２３２ １，９８０ 

利用実績 １，０２１ １，２１７ １，３１９  

※事業所が増加しており利用実績が増加しております。 

 

⑥ 就労継続支援（Ｂ型） 

    就労の機会や生産活動の機会の提供を通じて、知識・能力が高まった者につ

いて、就労への移行に向けた支援を目的として、必要な訓練等を実施します。 

    対象者は、就労移行支援事業等を利用したが、一般企業等の雇用に結びつかない方や一定年齢

に達している方などであって、就労の機会等を通じ、生産活動にかかる知識及び能力の向上や維持が

期待される方です。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量（人日分） １，２５４ １，３２０ １，３８６ １，９８０ 

利用実績 １，０２４ １，０８８ １，０７８  

※H27 年度に事業所が増加する予定です。 

 

⑦ 療養介護 
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  療養介護についての数値は次の期間の実績値です。 

○平成 24年度実績については、平成 25年 3月末日の利用者数。 

○平成 25年度実績については、平成 26年 3月末日の利用者数。 

○平成 26年度実績については、平成 26年 11 月末日の利用者数。 

医療機関において、病院等への入院による医学的管理の下、食事、入浴等の介

護の提供や、日常生活上の相談支援、レクリエーション活動等の社会参加活動支

援、声かけ・聞き取り等のコミュニケーション支援を通じた身体能力、日常生活

能力の維持・向上を目的として、必要な介護・訓練等を実施します。 

    対象者は、障害支援区分が５以上の方です。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量（人分） ８ ８ ８ １０ 

利用実績 ９ ８ ８  

  ※来年度、新たに１名利用予定です。 

 

⑧ 児童発達支援 

日常生活における基本的動作を習得し、及び集団生活に適応することができる

よう、当該障がい児の身体及び精神の状況並びにその置かれている環境に応じて

適切な指導及び訓練を実施します。（対象未就学児童） 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量（人日分） ─ ─ ─ １４４ 

利用実績 ２０ ３５ ５４  

  ※平成 25 年度に新たに 1 事業所が開始した。 

 

⑨ 放課後等児童ディ 

    日常生活における基本的動作を習得し、及び集団生活に適応することができ

るよう、当該障がい児の身体及び精神の状況並びにその置かれている環境に応

じて適切な指導及び訓練を実施します。（対象就学児童） 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量（人日分） ２８０ ２８０ ２８０ ４８０ 

利用実績 １９４ ２６１ ３３１  

  ※平成 25 年度に新たに 1 事業所が開始した。 

 

⑩ 短期入所 

   入浴、排せつ又は食事等の介護や日常生活上の支援を提供します。 

    対象者は、障害支援区分が１以上、障がい児にあっては、障がいの程度に応じて厚生

労働大臣が定める区分における区分１以上に該当する方で、居宅においてその介護を行

う方の疾病その他の理由により、障がい者支援施設その他の施設への短期間の入所を

必要とする方です。 

 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量（人日分） ３２ ３２ ３２ ４２ 

利用実績 ２５ ３２ ２９  

   ※３～４人程度が利用しています。 
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３ 居住系サービス 
このサービスについての数値は次の期間の実績値です。 

○平成 24年度実績については、平成 25年 3月末日の利用者数。 

○平成 25年度実績については、平成 26年 3月末日の利用者数。 

○平成 26年度実績については、平成 26年 11 月末日の利用者数。 

 

① 共同生活援助（グループホーム） 

家事等の日常生活上の支援や日常生活における相談支援、食事・入浴・排せつ

等の介助、日中活動にかかる事業所等の関係機関との連絡調整を目的として、必

要な支援等を実施します。 

 対象者は、就労し又は就労継続支援等の日中活動を利用している障がい者であって、

地域において自立した日常生活を営む上で、相談等の日常生活上の援助が必要な方で

す。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量（人分） ３７ ４１ ４５ ６５ 

利用実績 ４３ ４５ ５１  

  ※毎年、新たなグループホームが設置され、増加傾向である。 

 

② 施設入所支援 

    日中活動とあわせて、夜間等における入浴、排せつ又は食事の介助等を提供

することを目的として、障がい者支援施設において、必要な介護、支援等を実

施します。 

    対象者は、障がい支援区分４以上の方です。ただし、年齢が５０歳以上の方は３以上、

また自立訓練や就労移行支援利用者にあっては、生活能力により単身での生活が困難

な方又は地域社会資源の状況等により、通所することが困難な方も対象となります。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量（人分） ６８ ６８ ６８ ６６ 

利用実績 ６８ ６９ ６８  

  ※施設入所者と退所者が同数程度であり、横ばい状態です。 

 

４ 相談支援サービス 

  ①計画相談支援 

 障害福祉サービスを利用する際に、障がい者の心身の状況や環境、サービス

利用の意向等を勘案し、「サービス利用計画案」の作成やモニタリングを行う。 

 対象はサービス利用の全ての障がい者です。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 29 年度 

年間計画作成支援見込み量（人分） ２８９ ２９７ ３２０ ４００ 

利用実績 ２２２ ３４４ ３８２  

※平成２４年度より計画相談がサービス利用する際に必須になりました。 

 

②地域移行支援 

 障害者施設等や精神科病院へ入院している障がい者が、地域の生活へ戻る際

に必要な相談やその他の必要な支援を行う。 

対象者は障害者支援施設、精神病院、救護施設又は更生施設、刑事施設などから
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地域生活へ移行する者。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 29 年度 

年間計画作成支援見込み量（人分） ３ ３ ３ ２ 

利用実績 １ ０ ０  

 

③地域定着支援 

 居宅において単身で生活する障がい者につき、常時の連絡体制を確保し、

緊急事態等に相談その他必要な支援を行います。 

 居宅において単身の者、家族と同居でも家族が障がい、疾病のために緊急対応が

見込めない者、障害支援施設等や精神科病院かた退所・退院した者。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 29 年度 

年間計画作成支援見込み量（人分） ３ ６ ９ １ 

利用実績 ０ ０ ０  

 

④障害児相談支援 

 障害児通所支援を利用する際に、障がい児の心身の状況や環境、障がい児又

は保護者の利用にかんする意向等を勘案し、「障害児支援利用計画案」の作成や

モニタリングを行う。 

 対象はサービス利用の全ての障がい児です。 

 平成 24 年度 平成 25 年度 平成 26 年度 平成 29 年度 

年間計画作成支援見込み量（人分） ─ ─ ─ ５５ 

利用実績 ３９ ５８ ３７  

※平成２４年度より障害児相談支援ががサービス利用する際に必須になった。 
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Ⅱ 指定障がい福祉サービス等の種類ごとの見込量と考え方 

 

○障害福祉サービスに関するアンケート調査 

アンケート調査の詳細については、後述する「参考資料」に資料を掲載して

いますが、「今後利用したい」全体的な需要傾向として、以下のことがあげられ

ます。 

訪問系サービスは、年代が増すにつれ通所系サービスに比較してその需要度

が増していく傾向にあります。特に「居宅介護」「重度訪問介護」が大きい傾向

にあり、年齢を増すほど大きくなる傾向にあります。 

通所系サービスは、65 歳未満の年代は就労系のサービスのニーズが高く、特

に就労移行の需要が高いことがうかがえます。これは就労移行を利用し一般就

労を希望しているためと思われます。65 歳以上の年代では「自立訓練（機能訓

練）」や「生活介護」、「療養介護」のニーズが多いが、実際には介護保険でのサ

ービスの提供となると思われます。 

居住系サービスは、18 歳未満ではまだニーズは多くないがそれ以外の年代で

はニーズが高くなっています。 

全体の傾向は、前回調査（平成 23 年 12 月）と同じ傾向を示しています。 

     

○近年の施設整備状況 

ここ最近は「就労継続支援Ａ型事業所」「就労継続支援Ｂ型事業所」「就労移

行支援事業所」「共同生活支援事業所」が新たに立ち上がるなど、福祉サービス

の供給量が多くなっております。利用者のニーズにあったサービスにつなげる

ためには、相談支援のますますの充実が求められております。 

   

 

 以上のアンケート結果及び前述しました平成 24 年度～26 年度の実績、養護学校

在籍者の最近の進路状況等を勘案し 29 年度までの見込み量を算出しました。 
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１ 訪問系サービス 

障がい者が地域で生活していくために必要な訪問系サービスを、障がいの区別

なく、必要な量のサービスを享受できるよう充実します。また、今後想定される

ニーズの増加に応えられるサービス提供体制の充実を図ります。アンケート結果

の需要を鑑み対象者は増加傾向としました。 

 

  ① 居宅介護（ホームヘルプ） 

    居宅における入浴、排せつ又は食事の介助など、身体の介護を中心としたサ

ービスを提供します。 

    対象者は、障害支援区分が１以上の方です。 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量：時間分

（利用人数） 

350 時間 

（35 人） 

444 時間 

（37 人） 

468 時間 

（39 人） 

 

  ② 重度訪問介護 

    居宅における入浴、排せつ又は食事の介助から、外出時の移動支援までを行

う総合的なサービスを提供します。 

    対象者は、障害支援区分が 4以上の方です。 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量：時間分

（利用人数） 

558 時間 

（6人） 

672 時間 

（8人） 

768 時間 

（8人） 

 

③ 同行援護 

    視覚障がいにより、移動に著しい困難を有する障がい者等につき、外出時に

おいて、当該障がい者等に同行し、移動に必要な情報を提供するとともに移動

の支援を行います。 

    対象者は、視覚障がい者で一定の要件を満たす方です。 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量：時間分

（利用人数） 

60 時間 

（6人） 

60 時間 

（6人） 

60 時間 

（6人） 

 

  ④ 行動援護 

    知的障がいや精神障がいにより、行動の際に生じうる危険回避のための援護

や外出時の移動の支援を行います。 

    対象者は、障害支援区分が 3以上の方です。 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量：時間分

（利用人数） 

－時間 

（－人） 

72 時間 

（2人） 

72 時間 

（２人） 

 

  ⑤ 重度障がい者等包括支援 

    居宅介護をはじめとする障がい福祉サービスの包括的な支援を行います。 

    対象者は、障害支援区分が６の方です。 
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 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量：時間分

（利用人数） 

－時間 

（－人） 

－時間 

（－人） 

400 時間 

（１人） 

※ 現在、事業所はないが、対象者の重度傾向により２６年度に１人を見込みました。 

 

 ２ 日中活動系サービス 

   障がい者が希望する日中活動系サービスを充実します。また、就労移行支援事

業等の推進により、障がい者の一般就労への移行を進めます。 

 

  ① 生活介護 

    事業所において、食事や入浴、排せつ等の介護、日常生活上の支援や軽作業

等の生産活動・創作的活動の機会の提供を通じた身体能力、日常生活能力の維

持向上を目的として必要な介護を実施します。 

    対象者は、障害支援区分が 3以上の方です。 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量：人日 

（利用人数） 

2,156 人日 

（98 人） 

2,178 人日 

（99 人） 

2,200 人日 

（100 人） 

※ 人日分：1 日当たりの利用者数に 1 ヶ月あたり 22 日を乗じた量 

 

  ② 自立訓練（機能訓練） 

    理学療法や作業療法等の身体機能のリハビリテーション、歩行訓練、コミュ

ニケーション、家事等の訓練や日常生活上の相談支援、就労移行支援事業所等

の関係サービス機関との連絡調整等の支援を通じて、地域生活への移行、地域

生活を営む能力の向上を目的として、サービス利用期間を限定し、事業所への

通所、利用者の自宅への訪問等を組み合わせて、必要な訓練を実施します。 

    対象者は、地域生活を営む上で、身体機能・生活能力の維持・向上等のため、一定

の支援が必要な身体障がい者の方です。 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量：人日 

（利用人数） 

22 人日 

（1人） 

22 人日 

（1人） 

22 人日 

（1人） 

※ 人日分：1 日当たりの利用者数に 1 ヶ月あたり 22 日を乗じた量 

 

  ③ 自立訓練（生活訓練） 

    食事や家事等日常生活能力を向上するための支援や日常生活上の相談支援、

就労移行支援事業所等の関係サービス機関との連絡調整等の支援を通じて、地

域生活への移行、地域生活を営む能力の向上を目的として、サービス利用期間

を限定し、事業所への通所、利用者の自宅への訪問等を組み合わせて、必要な

訓練を実施します。 

    対象者は、地域生活を営む上で、生活能力の維持・向上等のため、一定の支援が必

要な知的障がい者・精神障がい者の方です。 
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 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量：人日 

（人数） 

22 人日 

（1人） 

22 人日 

（1人） 

22 人日 

（1人） 

※ 人日分：1 日あたりの見込まれる利用者数に 1 ヶ月あたり２２日を乗じた量 

 

  ④ 就労移行支援 

    事業所における作業や企業における実習等や、適性にあった職場探しや就労

後の職場定着のための支援を通じ、適性にあった職場への就労・定着を目的と

して、サービス提供期間を限定し、必要な訓練・指導等を実施します。 

    対象者は、一般就労等を希望し、知識・能力の向上、実習、職場探し等を通じ、適性

にあった職場への就労等が見込まれる６５歳未満の障がい者の方です。 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量：人日 

（利用人数） 

550 人日 

（25 人） 

770 人日 

（35 人） 

880 人日 

（40 人） 

※ 人日分：1 日あたりの見込まれる利用者数に 1 ヶ月あたり２２日を乗じた量 

※ 養護学校卒業者等の新規での利用見込みを勘案しました。 

※ この事業期間は１人あたり２年間で、その後は就労するケースと就労に至らない場合は就

労継続支援（Ｂ型）での支援を受けるケースが考えられます。 

 

  ⑤ 就労継続支援（Ａ型） 

    事業所内において、雇用契約に基づく就労の機会の提供を通じて、一般就労

に必要な知識・能力が高まった場合、一般就労への移行に向けた支援を目的と

して、必要な訓練等を実施します。 

    対象者は、就労機会の提供を通じ、生産活動にかかる知識及び能力の向上を図ること

により、雇用契約に基づく就労が可能と見込まれる方です。（利用開始時に６５歳未満の

方に限ります。） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量：人日 

（利用人数） 

1,870 人日 

（85 人） 

1,936 人日 

（88 人） 

1,980 人日 

（90 人） 

※ 人日分：1 日あたりの見込まれる利用者数に 1 ヶ月あたり２２日を乗じた量 

※ ここ２年間で事業所が増加して供給量が増えていることと、養護学校卒業者等の新規での

利用見込みを勘案しました。 

 

  ⑥ 就労継続支援（Ｂ型） 

    就労の機会や生産活動の機会の提供を通じて、知識・能力が高まった者につ

いて、就労への移行に向けた支援を目的として、必要な訓練等を実施します。 

    対象者は、就労移行支援事業等を利用したが、一般企業等の雇用に結びつかない

方や一定年齢に達している方などであって、就労の機会等を通じ、生産活動にかかる知

識及び能力の向上や維持が期待される方です。 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量：人日 

（利用人数） 

1,804 人日 

（82 人） 

1,870 人日 

（85 人） 

1,980 人日 

（90 人） 

※ 人日分：1 日あたりの見込まれる利用者数に 1 ヶ月あたり２２日を乗じた量 

※ 養護学校卒業者等の新規での利用見込みを勘案しました。 
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※ 平成 27 年度に 1 事業所が新たに事業開始予定です。 

 

  ⑦ 療養介護 

    医療機関において、病院等への入院による医学的管理の下、食事、入浴等の

介護の提供や、日常生活上の相談支援、レクリエーション活動等の社会参加活

動支援、声かけ・聞き取り等のコミュニケーション支援を通じた身体能力、日

常生活能力の維持・向上を目的として、必要な介護・訓練等を実施します。 

    対象者は、障害支援区分が５以上の方です。 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量：人日 

（利用人数） 
9 人 9 人 10 人 

※ 現在利用している方々及び新たに入所する見込み量を勘案しました。 

 

⑧ 児童発達支援 

日常生活における基本的動作を習得し、及び集団生活に適応することができるよう、当該

障がい児の身体及び精神の状況並びにその置かれている環境に応じて適切な指導及び訓練

を実施します。（対象未就学児童） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量：人日 

（利用人数） 

117 人日 126 人日 144 人日 

（13 人） （14 人） （16 人） 

    ※ ひと月の利用日数を 9 日として算定しました。 

※ 発達障害児などの利用が増えてきている。 

 

⑨ 放課後等児童ディ 

    日常生活における基本的動作を習得し、及び集団生活に適応することができるよう、当

該障がい児の身体及び精神の状況並びにその置かれている環境に応じて適切な指導及び訓

練を実施します。（対象就学児童） 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量：人日 

（利用人数） 

420 人日 456 人日 480 人日 

（35 人） （38 人） （40 人） 

    ※ ひと月の利用日数を 12 日として算定しました。 

※ 発達障害児などの利用が増えてきている。 

     

⑩ 短期入所 

    入浴、排せつ又は食事等の介護や日常生活上の支援を提供します。 

    対象者は、障害支援区分が１以上、障がい児にあっては、障がいの程度に応じて厚生

労働大臣が定める区分における区分１以上に該当する方で、居宅においてその介護を行

う方の疾病その他の理由により、障がい者支援施設その他の施設への短期間の入所を

必要とする方です。 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量：人日 

（利用人数） 

36 人日 

（5人） 

39 人日 

（6人） 

42 人日 

（7人） 

※ 25 年度からの実績傾向により見込み等を勘案しました。 

 



15 

 

 ３ 居住系サービス 

   地域における居住の場としてのグループホーム、ケアホーム及び福祉ホームの

充実を進め、福祉施設入所や病院への入院から地域生活への移行を進めます。 

   又、施設入所により生活介護等を受ける必要のある方のニーズを的確に把握し、

必要な施設入所支援を行います。 

  ① 共同生活援助（グループホーム） 

    家事等の日常生活上の支援や日常生活における相談支援、食事・入浴・排せ

つ等の介助、日中活動にかかる事業所等の関係機関との連絡調整を目的として、

必要な支援等を実施します。 

    対象者は、就労し又は日中活動を利用している障がい者であって、地域において自立し

た日常生活を営む上で、相談等の日常生活上の援助が必要な方です。 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量（人分） 55 人 60 人 65 人 

※ 現状での利用者に加え、地域移行予定者の利用見込みを勘案しました。 

  

 ② 施設入所支援 

    日中活動とあわせて、夜間等における入浴、排せつ又は食事の介助等を提供

することを目的として、障がい者支援施設において、必要な介護、支援等を実

施します。 

    対象者は、障がい支援区分４以上の方です。ただし、年齢が５０歳以上の方は３以上、

また自立訓練や就労移行支援利用者にあっては、生活能力により単身での生活が困難

な方又は地域社会資源の状況等により、通所することが困難な方も対象となります。 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量（人分） 68 人 67 人 66 人 

※平成25年度末時点における施設入所者の12％を平成29年度末までに地域生活へ移

行するとともに、福祉施設入所者を、平成 25 年度末時点から 4％を削減することを目

指します。 

 

 ４ 相談支援サービス 

障がい者、とりわけ重度の障がい者が地域において自立した日常生活又は社会

生活を営むための障がい福祉サービス等の適切な利用を支える相談支援体制を整

備します。 

 相談支援事業については、障がい者へのアンケート調査（参考資料参照）にお

いて、全体で最も必要とされている項目となっています。 

平成 26 年度から最上地区自立支援協議会において相談支援部会が設置され、2

か月1回部会を開催しております。情報の共有及び困難ケースの検討などを行い、

相談支援専門員のスキルアップを行っています。ただ、相談支援専門員の人員が

足りずに 1 人で多くのケースを持つことがあり、今後の検討課題となっておりま

す。 

     対象者は、障がい福祉サービス利用者全員です。 
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 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

計画相談支援（人） 300 人 350 人 400 人 

地域移行支援（人） 1 人 2 人 2 人 

地域定着支援（人） 1 人 1 人 1 人 

障害児相談支援 45 50 55 
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第 4章 指定障がい福祉サービス等の種類ごとの見込み量の確保のための方策 

 

 １ 訪問系サービス 

   訪問系サービスの種類ごとに指定障がい福祉サービス事業者として指定を受け

た事業所で利用している数は、平成２６年１１月利用実績では次のとおりです。 

 

事業所名 障がい福祉サービスの種類 現利用者数 

もみの木訪問介護事業所 居宅介護 ７ 

重度訪問介護 １ 

同行援護 ２ 

ケアワーク新庄 居宅介護 ２ 

重度訪問介護 ４ 

ニチイケアセンター若葉 居宅介護 ６ 

重度訪問介護 ０ 

同行援護 ２ 

ジャパンケア新庄金沢 居宅介護 ４ 

どんぐり 居宅介護 ２ 

かめさん介護センター 居宅介護 ６ 

ヘルパーステーションさんのほり 居宅介護 ２ 

    

障害支援区分認定で区分６該当は療養介護や施設入所支援の対象となっている

ため、在宅における重度障がい者等包括支援のサービス利用者はいない状況であり

ます。 

   今後のサービス提供においては、指定障がい福祉サービス事業者が重度障がい

者等包括支援サービス事業の指定を受ける推移を見ながら、指定されるまでは、

療養介護等、他の福祉サービスの計画により対応することとなります。 

   第３章の訪問系サービス見込み量を積算した対象人数は次のとおりです。 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量（人分） ３５ ３７ ３９ 

 

２ 日中活動系サービス 

   日中活動系サービスの種類ごとに指定障がい福祉サービス事業者として指定を

受けた事業所で利用している数は、平成２６年１１月利用実績は次のとおりです。 

事業所名 種別 利用者数 所在地 

JuJu マルシェ 就労継続支援 A 7 新庄市 

アシスト 就労継続支援 B 3 戸沢村 

栄光園 生活介護 4 米沢市 

エコファームもとさわ 就労継続支援 A 1 山形市 

エフピコ愛パック山形工場 就労継続支援 A 1 寒河江市 

エポック 就労継続支援 A 5 新庄市 

きら夢 就労継続支援 B 1 山形市 

コロニー希望ヶ丘あさひ寮 生活介護 2 川西町 

コロニー希望ヶ丘こだま寮 生活介護 1 川西町 
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コロニー希望ヶ丘まつのみ寮 生活介護 3 川西町 

コロニー希望ヶ丘しらさぎ寮 生活介護 3 川西町 

コロニー希望ヶ丘ひめゆり寮 生活介護 2 川西町 

さくらはうす 

就労移行 1 

新庄市 就労継続支援 B 7 

生活介護 8 

さけがわ リハビリセンター 就労継続支援 B 3 新庄市 

シャイニー新庄升形 就労継続支援 A 10 新庄市 

新生園 生活介護 4 尾花沢市 

すぎのこハウス 
就労継続支援 B 2 

新庄市 
生活介護 11 

すてっぷ 就労継続支援 B 1 米沢市 

すてっぷハウス 
就労移行 2 

新庄市 
就労継続支援 B 3 

清流園 生活介護 24 戸沢村 

大樹 
就労移行 4 

新庄市 
就労継続支援 B 3 

つばさ 
生活介護 1 

米沢市 
就労継続支援 B 1 

のどか 就労継続支援 B 2 川西町 

パシオ 生活介護 1 美唄市 

ピース東山 就労継続支援 A 14 新庄市 

ピースしみず 就労継続支援 A 8 新庄市 

ピース宮内 就労継続支援 A 12 新庄市 

ピース五日町 就労継続支援 A 24 新庄市 

光生園 生活介護 19 舟形町 

フロンティア 
就労移行 2 

新庄市 
就労継続支援 B 5 

メディアかがやき 就労継続支援 B 1 山形市 

最上ふれあい学園 生活介護 1 最上町 

山形県コロニーセンター 就労継続支援 B 1 山形市 

山形県リハビリセンター 
生活介護 1 

山形市 
就労継続支援 B 4 

友愛園 

生活介護 4 

新庄市 就労移行 2 

就労継続支援 B 25 

ワークショップ明星園 就労継続支援 B 1 山形市 

ライムハウス 就労移行 1 鮭川村 

ライムハウス 就労継続支援 B 6 鮭川村 

おもや 就労継続支援 B 1 栗東市 

 

   自立訓練のサービス利用については、最上管内に提供事業所がなく、今後、新

たな事業者の参入を促進するとともに、居宅系の事業との組み合わせによる市外
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施設利用によりサービスを確保していきます。 

   

  地域活動支援センターの状況は次のとおりです。 

 事業所名 現利用者数 日中活動系サービスの種別 
所在 

市町村 

ふぁーの木 １１ 地域活動支援センター 新庄市 

たんぽぽ作業所 ７ 地域活動支援センター 新庄市 

   ※たんぽぽ作業所は平成 27年 4月より就労移行 B型へ移行予定です。 

   第 3 章の日中活動系サービス見込み量を積算した対象人数は次のとおりです。 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量（人分） 288 301 312 

 

   施設から地域生活へ移行するためには、これらの日中活動系サービス事業所の

受け皿が整備されていくことが重要となっており、指定障がい福祉サービス事業

を行う意向を有する事業所の把握及び情報提供等により多様な事業者の参入を促

進します。 

  

 ３ 居住系サービス 

  （１）共同生活援助 

   共同生活援助（グループホーム）を行うサービス事業所は市内に 5 事業所（20

箇所）あります。 

   グループホームの利用状況は平成２６年１１月利用実績で次のようになってい

ます。 

事業所名 種別 利用者数 所在地 

あじさい館（新庄） 共同生活援助 6 新庄市 

一体型指定共同生活援助事業所ステップ 共同生活援助 2 米沢市 

希望ヶ丘川西共同生活事業所 共同生活援助 1 川西町 

希望ヶ丘米沢共同生活事業所 共同生活援助 1 米沢市 

くぬぎ荘 共同生活援助 1 南陽市 

グループホーム ピース 共同生活援助 12 新庄市 

グループホーム ピース第 5 ホーム 共同生活援助 1 新庄市 

グループホームあたしん家 共同生活援助 3 新庄市 

グループホームおあしす 共同生活援助 1 天童市 

指定共同生活援助事業所蔵王 共同生活援助 3 山形市 

しょうがい者共同生活援助事業所すてっぷ 共同生活援助 1 米沢市 

新庄明和病院グループホーム 共同生活援助 5 新庄市 

ポラリス 共同生活援助 9 新庄市 

みやま荘共同生活事業所 共同生活援助 2 河北町 

山形県コロニー共同生活援助事業所 共同生活援助 1 山形市 

すうほ 共同生活援助 1 栗東市 

 

   施設や病院から地域移行する場合の多くは、日中活動系サービスと居住系サー

ビス（グループホーム）の利用となります。日中活動系サービス同様、受け皿確

保のため多様な事業者の参入を促進します。 
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   第 3章の共同生活援助サービス見込み量の対象人数は次のとおりです。 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量（人分） 55 60 65 

 

（２）施設入所支援 

事業所名 種別 利用者数 所在地 

栄光園 施設入所支援 4 米沢市 

コロニー希望ヶ丘あさひ寮 施設入所支援 2 川西町 

コロニー希望ヶ丘こだま寮 施設入所支援 1 川西町 

コロニー希望ヶ丘まつのみ寮 施設入所支援 3 川西町 

コロニー希望ヶ丘しらさぎ寮 施設入所支援 3 川西町 

コロニー希望ヶ丘ひめゆり寮 施設入所支援 2 川西町 

新生園 施設入所支援 4 尾花沢市 

清流園 施設入所支援 24 戸沢村 

パシオ 施設入所支援 1 美唄市 

光生園 施設入所支援 19 舟形町 

最上ふれあい学園 施設入所支援 1 最上町 

山形県リハビリセンター 施設入所支援 4 山形市 

 

   施設から地域へという総合支援法の趣旨のもと、3名減を目指していきます。 

   

  第 3章の施設入所支援サービス見込み量の対象人数は次のとおりです。 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量（人分） 68 67 66 

 

４ 障害児童通所支援 

障がい児や保護者からのニーズは高まる傾向にあります。また、障害手帳を持っ

ていない児童の利用も増えております。 

  第 3章の児童通所支援サービス見込み量の対象人数は次のとおりです。 

 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

1 ヶ月あたりの見込み量（人分） 47 52 56 

 

事業所名 種別 利用者数 所在地 

ワクワクひろば 放課後等ディサービス 1 山形市 

あおおぞらはうす 
放課後等ディサービス 11 

新庄市 
児童発達支援 1 

くれよんはうす 放課後等ディサービス 9 新庄市 

もみの木教室ディサービス事業所 児童発達支援 4 新庄市 

キッズサポートことばのつばさ 
放課後等ディサービス 12 

新庄市 
児童発達支援 6 
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５ 計画相談支援 

 平成 26 年 11 月末現在で、新庄市内にある計画相談支援事業所は次のとおりとな

っております。 

事業所名 所在地 事業の種類 

ピアサポート 希望の里 
996-0002 

新庄市金沢 2575 番地 

指定特定支援相談事業 

指定障害児相談支援事業 

福祉サポートセンター山形 
996-0027 

新庄市本町 6 番 11 号 

指定特定支援相談事業 

指定障害児相談支援事業 

最上相談支援事業所 
996-0054 

新庄市大字仁間字野際 285 番地 

指定特定支援相談事業 

指定障害児相談支援事業 

指定相談支援事業所リープ 

996-0002 

新庄市金沢 1073 番地の 2オフィ

スサカエ 105 号 

指定特定支援相談事業 

指定障害児相談支援事業 

指定相談支援事業所 

すぎのこハウス 

996-0091 

新庄市十日町 1400 番 4 

指定特定支援相談事業 

 

相談支援事業所 

こころ 

996-0002 

新庄市金沢 1439 番地 22 

指定特定支援相談事業 

指定障害児相談支援事業 

 

６ 障がい福祉サービスの向上にむけて 

最上自立支援協議会を利用し、障がい福祉サービス事業者が行うサービス

の質の向上を図っていきます。相談支援につきましては、最上自立支援協議

会相談支援部会などの活動を通し、各事業所間の連携及び相談支援専門員の

スキルアップを図っていきます。 
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第５章 雇用・就業環境の構築 

 １ 平成２９年度の目標値と就労移行支援サービスの提供体制 

    福祉施設利用者の一般就労への移行目標として、平成２９年度において福祉

施設を退所して一般就労につく方の人数を４人としました。     

就労移行支援施設数（一般就労見込み者数） 

平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 

５施設(２人) ５施設(３人) ５施設(４人) 

        ※ 年度のサービス事業所の件数は累計件数です。 

    第３章２の就労移行支援の日中活動系サービス見込み量は、現施設利用者の

意向を踏まえて計画値としていますが、事業者は一般就労を希望する利用者に

対し、サービス提供の標準期間（２４ヶ月以内）において、公共職業安定所や

最上障害者就業・生活支援センターと連携を図り、一般就労に結びつけていき

ます。就労移行支援事業において就労に至らなかった方については、就労継続

支援Ｂ型や就労継続支援Ａ型のサービスを利用することにより、生産活動にか

かる知識及び能力の向上や維持を図っていきます。 

 

２ 養護学校からの就業環境の整備 

    新庄養護学校においては、重度の障がいを持っている生徒が多く、一般就労

を目指すものの就労することが難しい状況です。そのため就労希望者において

は、働く場を提供するとともに知識及び能力の向上のために必要な訓練を行う

就労継続支援Ａ型事業所や就労継続支援Ｂ型事業所への通所となっています。

また常に介護を必要とする生徒においては、排泄や食事の介護等を行うととも

に創作的活動または生産活動を行う、生活介護事業所への通所となっています。 

    就労希望の生徒に対しては、在学中に実習をとおして、公共職業安定所や最

上障害者就業・生活支援センターとのネットワークを作るために、個別のケー

ス会議を設けています。最上障害者就業・生活支援センターでは、きめ細かい

支援を目標にしており、いつでも本人や家族が相談できる体制になっておりま

す。 

    鶴岡高等養護学校においては、一般就労が可能な生徒が進学しているところ

であり、ほとんどの生徒が一般就労への就業や就労継続支援Ａ型事業所への通

所となっています。しかし一般就労するものの、生活習慣に問題があり就労の

継続が難しくなるケースも少なくないため、卒業後の生活面や就労面でのサポ

ートも強化しています。山形障害者職業センターや公共職業安定所の支援、保

護者の理解と協力を得ながら、学年ごとの進路指導計画に基づき実習先や雇用

に結びつける就労先の開拓を行っていますが、引受先が少ない状況です。 

福祉関係においては卒業後利用できる施設・作業所は少しずつですが増えてき

ております。行政機関でも実習・雇用の取組みに向けて積極的な取組みが必要な

状況です 

 

 ３ 障がい者の雇用推進 

    新庄公共職業安定所管内においての障がい者の雇用状況は、平成２６年度に

おいて企業数６０、障がい者数２４９.５人となっており、雇用率は３．８４％

となっており、県の平均は１．８８％、全国平均は１．８２％ですので、県平

均、全国平均を大きく上回っている現状であります。これには、就労継続支援
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A 型の事業所の雇用人数が増え雇用率にカウントされるなどの要因が考えられ

ますが、さらに最上障害者就労・生活支援センターををはじめとした関係機関

の連携が功を奏しているものと考えられます。 

    障がい者の雇用のさらなる推進を図るため、相談支援事業を拡充し本人の望

む障がい福祉サービスに的確に結びつけて生活の充実を図り、また就業につな

がるよう、公共職業安定所等の各支援機関との連携をはかりながら、障がい者

の雇用・就業環境の整備を今後一層進めていきます。 
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第６章 地域生活支援事業の実施 

 １ 目的 

   障がい者及び障がい児がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又

は社会生活を営むことができるよう、地域の特性や利用者の状況に応じた柔軟な

事業形態による事業を効率的かつ効果的に実施し、もって障がい者等の福祉の増

進を図るとともに、障がいの有無にかかわらず相互に人格と個性を尊重し安心し

て暮らすことのできる地域社会の実現に寄与することを目的とし、障害者自立支

援法第７７条の規定による地域生活支援事業を実施します。 

    

 ２ 実施する地域生活支援事業の種類 

 （１）法第７７条第１項の規定に基づく事業 

   ・相談支援事業 

   ・成年後見制度利用支援事業 

   ・コミュニケーション支援事業 

   ・日常生活用具給付等事業 

   ・移動支援事業 

     ※平成 27 年 4 月より障がいの種別に関係なく利用可能 

   ・地域活動支援センター機能強化事業 

 （２）法第７７条第３項の規定に基づく事業 

   ・身体障害者自立訓練支援事業 

   ・更生訓練費給付事業 

   ・知的障害者職親委託制度 

   ・日中一時支援事業 

   ・社会参加促進事業 

 

 ３ 各年度における地域生活支援事業の種類ごとの現状及び見込み量と考え方 

    別表のとおり 

 

 ４ 各事業の見込み量確保のための方策 

 （１） 市がこれまで実施してきた社会参加促進事業に係る各種の取組みを基礎に、

地域生活支援事業の一層の充実を図ります。 

 （２） 人間生活における総合的な豊かさの実現を基本理念とした「新庄まちづくり

総合計画」を広く市民と共有し、障がい者が生きがいをもって地域の中で充実

した生活を営むことができる環境づくりを市民と行政、企業が協働する地域生

活支援事業の展開を目指します。 

 

第７章 市障害福祉計画の達成状況の点検及び評価 

 本計画の各年度における進捗状況については、新庄市障害者福祉計画推進委員

会に報告し、点検及び評価を行ない、必要な改善を行っていくものとします。 
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フ

障害福祉計画に定める地域生活支援事業の見込量及びその考え方

実施見
込
み箇所
数

実利用
見込み
者数

実施見
込
み箇所
数

実利用
見込み
者数

実施見
込
み箇所
数

実利用
見込み
者数

実施見
込
み箇所
数

実利用
見込み
者数

障害者相談支援事業 2 2 2 2
障害者等の相談に応じ、必要な情
報の提供等を行います

地域自立支援協議会
※実施の有無を記載

困難ケースでの対応事例等を検討
しながら、相談支援体制のあり方
を協議します

障害ごとの専門性の高い相談体制
を整備します。

成年後見制度の利用の支援を行い
ます。

1 10 1 10 1 10 1 10
聴覚、音声機能等の障害者の意志
の伝達の手段を確保します。

自立した日常生活に要する用具を
給付又は貸与します。

0件 8件 10件 11件

0ｈ 160ｈ 200ｈ 220ｈ

2 18人 1 11人 1 11人 1 11人

2 23 1 18 1 18 1 18

２人 2人 2人 2人
福祉ホームに居住している重度身
体障害者の生活介護サービスを支
援します。

更生訓練に必要な費用の支援を行
います。

2人 2人 2人 2人
知的障害者が職親の下で生活指導
及び技能習得訓練等を行うのに支
援します。

7 29人 7 31人 7 33人 8 35人
一時的に見守り等の支援が必要な
障害者等に支援します。

スポーツ・レクリエーション教室開催等事業 49人 50人 50人 50人
障害者の体力増強、交流、余暇等
に資するため、又障害者スポーツ
の普及に支援します。

芸術・文化講座開催等事業 25人 25人 25人 25人
障害者の芸術・文化活動を振興
し、創作意欲や社会参加に支援し
ます。

声の広報等発行事業 7人 8人 8人 8人
視覚障害者に広報等の行政情報を
提供します。

奉仕員養成・研修事業 17人 18人 19人 20人
日常会話程度の手話技術などの研
修を行います。

別表

無 有

有

実施に関する考え方

29年度

有 有 有

90人

2件

90人

5件

10件

3件

有 有

10件

85人

2件 2件

5件

3件

5件

5件

10件

15人

相談支援事業等(第1項第1号)　 

相談支援事業

（上記の他実施する事業）

⑤排泄管理支援用具

27年度 28年度

事業区分

26年度

コミュニケーション支援事業(第1項第2号)
※実施見込箇所数欄は、「手話通訳設置事業」の実実設
置見込み数を、「実利用見込み者数」欄に「手話通訳者・
要約筆記者派遣事業」の実利用見込み者数を記載

③在宅療養等支援用具

④情報・意思疎通支援用具

移動支援事業(第1項第3号)
※「実施見込み箇所数」欄に実利用見込み者数、延べ利
用見込み時間数の順に記載

②自立生活支援用具

日常生活用具給付等事業 (第1項第2号)
※給付等見込み件数を記載

①介護・訓練支援用具

⑥居宅生活動作補助用具（住宅改修費）

5件

3件

5件

市町村相談支援機能強化事業
※実施の有無を記載

成年後見制度利用支援事業
※実施の有無を記載

無

有

日中一時支援事業

社会参加促進事業 

知的障害者職親委託制度 

10人更生訓練費給付事業 

5件

80人

2件

地域活動支援センター
※他市町村に所在する地域活動支援センター利用する者
がいる場合は、上段に自市町村分、下段に他市町村分を
記載

たんぽぽ作業所がH27.4月より就労B
へ移行する予定。

無

有

身体障害者自立訓練支援事業 

20人

0件

1件

9件

8人
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福祉に関するアンケート調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．アンケート回収率
　　アンケート対象者

総数（人） 946
男（人） 480
女（人） 466

障がい種別 人
身体手帳 730
療育手帳 120
精神手帳 96

　　回答数 ４０９人
性別 回答数
男 223
女 182
不明 4

409

　　回答者年代別構成
回答数（人）

18歳未満 19
18歳から64歳 253
65歳から74歳 69
75歳以上 68

409

全体に対する割合
77.17%
12.68%
10.15%

100.00%

年代区分

回答件数全体に対する割合

回答件数全体に対する割合

4.65%
61.86%
16.87%
16.63%

54.52%
44.50%
0.98%

100.00%

身体手帳, 730

療育手帳, 120

精神手帳, 96

アンケート対象者障害種別

身体手帳 療育手帳 精神手帳

18歳未満

5%

18歳から64歳
62%

65歳から74歳

17%

75歳以上

16%

回答者年代別構成

18歳未満 18歳から64歳 65歳から74歳 75歳以上
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 回答者障がい別
回答数（人）

身体 285
知的 35
精神 33
記載なし 56

409

13.69%

69.68%
8.56%
8.07%

100.00%

回答件数全体に対する割合

身体

70%

知的

8%

精神

8%

記載なし
14%

回答者障がい別

身体 知的 精神 記載なし
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２．障害福祉サービスの利用状況 
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３．今後利用したい障害福祉サービス 
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４．地域支援事業利用状況 
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５．今後利用したい地域支援事業 
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